
日ごろから多大なご理解とご支援を賜り
厚く御礼申しあげます。

新型コロナウイルスによる影響を受けられた方々
に心よりお見舞い申しあげます。当社は社会インフラ
を支える企業として、従業員および関係者のみなさ
まの安全を重視しながら、その社会的使命に応えて
まいります。
7月31日開催の定時株主総会において、取締役12
名が選任されました。昨年大きく刷新した取締役会の
体制を継続し、執行役兼務は代表執行役社長 CEO
のみで、社内出身の取締役2名、社外取締役10名、
内4名は外国籍という、ガバナンスと多様性の観点
で、きわめて先進的なものです。
全社変革計画「東芝Nextプラン」は、2018年11
月の発表以来、「フェーズ1」として主に基礎的な収
益力強化に取り組んでまいりました。さらに、資本市
場の声に耳を傾け、上場子会社3社の完全子会社
化、事業外資産の売却、課題事業のモニタリングに
おける撤退基準の明確化、役員報酬の見直し等も
追加的に実施しました。今後も株主・投資家のみな
さまとの建設的な対話を継続してまいります。
今後は、積極的な成長への取り組みを「東芝
Nextプラン・フェーズ2」として進めてまいります。当
社は「インフラサービスカンパニー」として、企業価
値の最大化とTSR（株主総合投資利回り）の拡大を
目指します。当社の20近い事業体を「デバイス・プロ
ダクト」、「インフラシステム（構築）」、「インフラサー
ビス」、「データサービス」の4つの機能別セグメント
として整理し、それぞれのセグメントが互いに連関し
相乗効果を生み出すことで、新しい需要の創出や付
加価値の高い製品、サービスを提供してまいります。
11月にはより具体的なプランをお示ししたいと考え
ております。

また、内部管理体制とコンプライアンスの強化も引
き続き重要な経営課題です。内部統制の継続的な
改善やコンプライアンス強化の施策に対して、社外
の有識者の目を入れて提言を行う「コンプライアン
ス有識者会議」を新設し活動を始めました。サステ
ナビリティ強化の取り組みとしては、パリ協定に沿っ
た、気温上昇2℃未満の目標を達成する事業計画を
2020年度中に策定するなど、各種ESG投資基準へ
の準拠を目指します。
新型コロナウイルスによる2020年度業績への
影響額は、売上高で▲2,800億円、営業損益で
▲900億円を想定していますが、構造改革費用等
や新型コロナウイルスの影響を除く、実力値として
のコア営業損益は、通期で2,200億円を見込んで
います。
株主還元の方針については、これまで通り、平均
連結配当性向30％以上の実現を基本とし、適正資
本を超える部分は、自己株式取得を含む株主還元
の対象としてまいります。また、当社が保有するキオ
クシアホールディングス（旧 東芝メモリ）の株式につ
いては、現金化の可能な方策について継続的に検
討していますが、この現金化がなされた際は、手取
金純額の過半を原則として株主還元に充当するこ
とを意図しています。
新たな体制の下、インフラサービスカンパニーとし
ての当社の成長に引き続き温かいご支援、ご鞭撻を
賜りますよう重ねてお願い申しあげます。
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株主のみなさまと東 芝をつなぐ情 報 誌

秋 号

0120-78-6502

・本通信は2020年6月末時点で株主名簿に記録されている株主のみなさまにお送りいたしますことをご了承ください。また、本通信は、2020年8月12日
時点の事実関係に基づき記載しております。その後の状況の変化等については、反映されておりませんのでご了承ください。
・本通信に記載されている事項には、将来についての計画や予想に関する記述が含まれております。実際の業績等は当社の予想と異なることがあり
ますことをご承知おきください。
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